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本研究では,歴 史的都心地区における商業 ・商店街活性化手法の構築 を目的 として,京 都都心部を対象 に,町 家活用

型店舗の評価,イ タリアの都心再生手法 として注 目されるマイクロプランニング手法の京都都心部での応用,さ らに,

自動車交通量,歩 行者通行量,通 りの商業集積の相互関係の解明を試みた。その結果,新 規参入事業者の町家活用の取

り組みが京都の街並み形成と都心商業活性化の両面に貢献 していること,マ イクロプランニング手法が京都都心のよう

な歴史的都心地区の街並み景観整備 とそれによる商業活性化の有効な手法 にな りうること,都 心商業の活性化 には町

家 ・街並みの活用に加えて交通制御が重要な役割を果たすことが明らかになった。
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   With the view to urban regeneration, active retailers and design attractiveness is expected in downtown. Research is composed 

of three surveys on building stocks and their commercial reuse, on retailers and consumers attitudes, and traffic in downtown, 

Kyoto. Urban marketing and microplanning was introduced from Reggio Emilia, Italy and was applied based on that surveyed 

results. Reuse of traditional buildings is now popular and effective, but pedestrianization is still difficult. A tool is essential for 

retailers and residents to understand the feature. The tool might include detailed data on building and street design with traffic. It 

provides a possible regeneration of the commercial streets.

1.は じめに

現在,我 が国の多 くの都市は,中 心市街地衰退の危機

に直面 してお り,中 心市街地活性化が都市政策上の重要

かつ緊急な課題 として認識されつつある。多 くの場合,

中心市街地には歴史的な建築 ・街並みのス トックが存在

し,中 心市街地衰退の問題はこのような歴史的ス トック

の喪失の危機を意味 してお り,逆 に中心市街地 活性化は

このような歴史的ス トックを活かした手法を模索するこ

とを内包 しているといえる。特に,京 都都心のような歴

史的ス トックが豊富かつ重層的な地域において,中 心市

街地衰退の問題は深刻であ り,住 ・商集合体 としての町

家街区の基本的性格を根底から危 うくするものである。

京都都心地区における町家 ・街並みの保存 ・継承に関

しては,チ ェン トロ ・ス トリコ研究会(代 表 三村浩史)

が,町 家の分布特性,居 住者 ・営業者の町家に対する保

存 ・継承意識 と要求の分析,老 舗経営者の町家貢献意識

の分析などを通 じて,町 家の保存 ・継承のための都市計

画技術の基本的な方向性を示 し,ま た相続問題や防火対

策面での都市政策課題の提起,新 町家の創作可能性の検

討 などを行 っている文')。この研究 とその後の都心町家

実態調査で示 された保存 ・継承策は,そ の後京都市の都

市政策課題 として,都 市計画技術面か ら,ま た防火対策

と木造文化の再生の側面か ら,京 都都心町家街区を職住

共存地区 として再生するためのガイ ドプランとして整備

されている文2>。しか しながら,京 都都心の職住共存 を

支えるもう一つの重要な側面,つ まり都心商業のあり方

の側面か らの研究は,現 在まで発展 していない。

一方
,ヨ ーロッパの歴史的都心地区では,過 度なスク
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ラップ ・アンド・ビル ド方式の再開発 による商業業務地

化に代わり,歴 史的文化遺産である建築物や街並みの保

存 ・活用策 と商業振興が一致 している。そのため詳細な

都市マーケティング戦略を立て,新 規業種の参入を含む

活性化によって都市経済を支え,活 力ある職住共存の都

心地区 を実現 した。この戦略的都心活性化手法 は,町

家 ・街並み という資産を有する京都においても,参 考に

すべ き手法 と考える。

以上の問題意識 を踏まえ,本 研究では,町 家及び町家

を主体 とした歴史的街並 み景観 の保存 ・継承が都心商

業 ・商店街の活性化に必要不可欠であるこ同時 に,都 心

商業 ・商店街の活性化は,町 家及び町家を主体 とした歴

史的街並み景観の保存 ・継承の原動力 となりうるという

認識にたち,町 家 ・街並み景観の戦略的な整備 による都

心商業 ・商店街活性化手法の構築を目標どして,主 に以

下の点 を明らかにすることを目的 とする。

①京都都心商業 ・商店街が抱 えている問題点 を明らかに

する。

②京都都心地区における町家及び町家活用型店舗の立地

動向を把握するとともに,都 心商業 ・商店街活性化の

観点から町家及び町家活用型店舗 を評価する。

③京都都心商業 ・商店街活性化に向けた都市マーケティ

ング戦略構築のためのマ イクロプランニング手法の開

発を試みる。

④京都都心地区における賑わいの創出の観点から,歩 行

者通行量と自動車交通量及び通 りの商業集積 などとの

関係 を明らかにする。

2.都 心商業の実態 と町家 ・街並みの役割

2.1都 心商業の現状 ・問題点 とそれを取 り巻く環境

(1)京 都市商業の沿革

第一次世界大戦後の好況期 に,市 内中心部 に百貨店が

進出し,ま た戦後の高度成長期にスーパーが各地に進出

し,既 存の小売業に影響 を与え,近 年両者の補完策に限

界がみえて きた。高度経済成長期以降,市 街地の郊外へ

の拡大 にともない,小 売 り商業の地域分布は郊外へ分散

する傾向にある。この ような中,京 都 市議会では1981～

86年 の5年 間 「大型店出店凍結宣言」 を出し,大 型店の

進出から零細な小売店を守 る立場をとったが,凍 結期間

中に中小小売店の近代化は進まず,結 果的に小売店舗数

は減少した。

近年においても,モ ータリゼーシ ョンの一層の進展,

入口の郊外化,観 光客数の減少などを背景 として,小 規

模な小売店の急激な減少とともに小売店の大型化が進む

傾向にある。1988～94年 の問に,京 都 市全体の小売店舗

数は23,713～21,815店 へ と約1,900店 の減少 をみている

が,専 門スーパーやコンビニエ ンスス トア,専 門店が大

きく増加 している一方で,小 規模小売店を中心 とした一

般小売店は約9,000店 の減少 を示 している。一般小売店

の減少は,都 心部の中京区や下京区などで著 しい文3,。

(2)都 心商業の現状 ・問題点

このような京都 市商業の状況の中で,深 刻な問題 を抱

えながらも新 しい展開をみせているのは都心部である。

京都の都心商業の原型は,「京町家」 という職住一体

型の建築物において営まれていた零細 ・小規模な商業形

態であ り,そ の高密度な集積により,地 域住民及び観光

客にとって魅力的な地域が形成されていた。これが,都

心人口の郊外への流出と零細 ・小規模小売店舗の淘汰に

より,根 本から崩壊する危険性をはらんでいるといえる。

また,消 費者が 「歩いて」訪れることを前提に道路,

建物が形成 されて きたわけだが,モ ータリゼーションを

前提 とした消費形態への移行と,集 積性の崩壊による歩

行空間の魅力減退によ り,悪 循環的に商業空間としての

魅力を失いつつある,、

(3)商 業環境の変化

以上のような状況にある京都市都心商業を取 り巻 く政

策的環境は大きく変化 している。 まず法制度面において,

大規模小売店舗法が廃止 され,大 規模小売店舗立地法が

制定されるとともに。都市計画法の改正,中 心市街地活

性化法の制定がなされ,都 市における商業集積の都市計

画的誘導 ・規制手法の構築 に向けた第一歩がしるされる

とともに,都 心商業の再生を含めた中心市街地の活性化

に向けた議論が本格化 している。

また,京 都市 においてもサービス化時代 に対応 した都

市経済の構築や都市型観光の推進,都 心再生など様々な

分野でのマスタープランが策定 されている。

2.2町 家及び町家活用型店舗の動向

(1)都 心部における木造住宅の動向

京都市住宅審議会答申によれば,京 都市の木造住宅は

21万6000戸 で住宅戸数全体の39%を 占めてお り,他 の政

令指定都市 と比較 しても木造住宅比率が高い。特に都心

4区 と呼ばれるlt京,中 京,下 京,東 山区では木造住宅

比率が60%を 超えている。

また,京 都は第 二次世界大戦の戦災をまぬがれたため,

戦前期に建てられた木造住宅が多 く,京 都市全体では全

住宅ス トックに占める戦前木造住宅比率は11.8%,都 心

4区 では25%前 後 と高 くなっている。

(2)都 心部における町家の動向

宗田等は,1996・1997年 度において丸太町通 り,五 条

通 り,大 宮通 り,河 原町通 りに囲まれた都心地域を対象

として,そ の後都心4区(上 ・中 ・下京,東 山の各区)

で,木 造建築類型調査を行 った。 この調査では,調 査員

が木造建物…軒…軒を訪ね,目 視により建物類型(① 総

2階 町家,② 中2階 町家,③3階 建町家,④ 仕舞屋,⑤

前庭付 き,⑥ 長屋,⑦ 看板建築,⑧ その他木造住宅),



建物状態(① 今す ぐ修理が必要,② イ可らかの修理が必要,

③そのまま今後 も使 えそう)な どをチェックした。

調査結果 の分析 よ り,調 査対 象地区全体で7,771戸

(全建築物の約6割)の 木造建 築が存在 し,そ の うち約

9割 が広義の町家(前 述の建物類型の①～⑦)で あるこ

とが分かっている。

また,建 物状態 としては,① 今す ぐ修理が必要が10%,

②何 らかの修理が必要が37%,③ そのまま今後 も使えそ

うが53%と なってお り,修 理などによりファサー ド構成

が変化する可能性のある木造建築が半数近 くあることが

分かっている。

(3)町 家活用型店舗の動向(表2-1,図2-1参 照〉

ここ数年,京 都では,町 家の伝統的建築構成要素を活

か しなが ら店舗 を改装する事例(以 下 「町家活用型店

舗」 と呼ぶ)が 増 えてきている。1998年 度 までに,103

件の事例 を確認 し,調 査 してきている。このうち89.3%

にあたる92件 が都心地区において確認 されている。

町家活用型店舗の業種 をみると,新 規に出店 したレス

トランや居酒屋 などの非伝統的業態を中心 とした飲食系

の事例が多 く,全 事例の75.7%を 占めている。他にも少

数ではあるが,新 規開店の繊維関係の流通 ・製造業のア

ンテナ店もある。また,そ の分布は,都 心地区の中でも

御池通 り,四 条通 り,烏 丸通 り,河 原町通 りに囲まれた

地区に多 く,特 に堺町通 りや富小路通 りに集中している。

大切で あろ う。

2.3都 心商業における町家 ・街並みの役割と研究対象

としての重要性

2.1に 示 した都心 での新規参入は,町 家活用に特色が

ある。そのため都心商業の活性化には,「 京町家」のス

トック状況,そ の周辺環境が大 きく関係 している。

京都都心は,本 来この 「京町家」 により構成 され,人

口及び商業機能の高密度集積が実現 され,歴 史的 ・文化

的な蓄積が表象された街並みが形成 されて きた。この街

並みが魅力 となって,多 くの市民や観光客を惹 き付 け,

賑わいのある都心商業が成立 していた。 しか しながら,

近年の人口及び商業機能の郊外化 にともない,こ の都心

商業の存立基盤が根底から崩壊 しようとしている。

都心商業を活性化するとい うことを考えた場合,商 業

機能だけでなく人口を都心 に呼び戻すことが必要 となっ

て くるが,そ の際には職住共存を支え,京 都 らしい歴史

的 ・文化的街並み を端的に表象する 「京町家」 という装

置 を積極的に評価する必要がある。 しかしなが ら,商 業

の業態,居 住者の生活スタイルが目まぐるしく変化 して

いる現在において,昔 なが らの伝統的な町家を凍結的に

保存 してい くことは困難であ り,2.2及 び次章に示す町

家活用型店舗の事例にみるように,伝 統的なファサー ド

構成要素及び内部空間の基本的構成を残 しながら,よ り

現代的に住みやす く,営 業 しやす く改装 してい くことが

3.都 心商業 ・商店街活性化の論点の整理

3.1本 章の目的

京都の都心商業が町家を活か してい くためには,町 家

に対 して商業者が営業上の価値 と魅力 を感 じていること

が重要である。 さらには町家での営業がで きるだけの資

金面や技術面などの可能性の有無が重要である。そ して,



町家活用が有効となる周辺環境の整備が不可欠である。

以上の観点か ら,2.2で 述べ た町家活用型店舗の経営

者個人の意識を調べ,ま た組織 としての商店街の意識 と

取 り組みを調べた。

3.2ワ ークショップなどにみる都心商業 ・商店街活性

化の論点

本研究に前後 して進められた,京 都府商工部 「京の商

い賑 わい懇話会」,京 都商店街連盟 ・京都商店連盟 「商

店街活性化事業」,京 都 市産業観光局 「京都市商業集積

検討委員会」,京 都市中小企業指導所委託調査 「銀閣寺

門前推進会振興事業」,京 都商工会議所 「商店街活性化

モデル事業」の5事 業を通 じて,都 心部 を中心に市内の

商業者及び商店街振興組合を招 き,本 研究のためのワー

クショップ(懇 談会)を 開催 した、,その記録から各参加

者に共通 し,意 識 された論点は以下の通 りである,,

1)観 光への対応:京 都における都心商業 ・商店街活性

化の問題 を考える際 に観光活動 との関係 を切 り離して考

えることはで きない。

2)老 朽化 した観光特化型都心商業:し か し,観 光客対

応に特化 した商店街(銀 閣寺門前参道商店街 ・寺町新京

極)で は,旧 態依然 とした業種が中心で,変 化 しつつあ

る観光客の需要に応 えていない。

3)都 心商店街の没個性化:特 に,都 心商店街では…部

の老舗を除き,零 細な店舗がコンビニエンスス トア,パ

チンコ,飲 食など特色のない業種 に変わ りつつあり,ま

すます魅力 を失っている。その一一方で,商 店街以外の場

所 に町家改造店舗が出てきている。

4)都 心部交通問題:都 心商業 と観光を考える場合,観

光交通,特 に京都市縁辺部に多 くが立地する主要観光資

源へのアクセスの改善が必要である。同時 に,都 心部で

の観光客の滞在時間を延ばすためには,都 心交通環境の

改善が不可欠である。

ていない。そのため都心交通の改善には無関心である。

さらに,そ の周辺にも無関心 さが広がっている。一部環

境団体が交通規制を求めているが,商 店街組織ではまだ

少数派である。

以上の点か ら,都 心部には町家活用型店舗 を中心 に新

規参入店舗があ りながら,こ の動 きは都心商店街 とは無

関係であ り,都 心交通問題にも関心が集 まりにくい状況

にあると考えることがで きる。

3.4町 家活用型店舗経営者意識調査

(1)調 査の概要

2.2に 示 した都心部に立地する町家活用型店舗92件 中

23件 について,1998年11～12月 に訪問ヒアリング調査 を

実施 した。なお,訪 問ヒアリング調査にあわせて間取 り

のチェックを行ってお り,(3)伝 統的構成要素の活用状

況では,間 取 りのみを入手できたヒアリング対象外の2

件を含めた25件 について分析 している。

(2)対 象店舗及び建物の特性(表3-1)

1)業 種:調 査の対象となった23店 舗の業種 は,飲 食系

が12店 と約半数を占め,物 販系が7店,卸 業が3店,そ

の他が1店(ギ ャラリー)で ある。

2)建 物利用形態:町 家本来の利用形態である職住併用

が1ユ店,事 業専用が12店 とほぼ半々である。客が入れる

空間は,職 住併用 の場合はオモテのみのケースが多 く

(8店),事 業専用の場合は1・2階 全てのケースが多い

(8店)。

3)建 物 間ロ:O.5～10問 までと幅はあるものの3間 が

13店 と過半数を占めている。

4)建 築年代:建 築年代が分かっているものは全て明治

期か ら終戦前の建築であ り,明 治期の ものが多い。

5)開 業年代:職 住併用は1900年 代半ばまでの開業のケ

ースが多 く,事 業専用では1990年 代に入 ってからが多い。

3.3各 種意識調査結果による論点の深化 と検証

3.2と 同様 に都心8商 店街で行った個店アンケー ト及

びヒアリング調査では,さ らに次の点が明らかになった。

1)持 家化による商店構成の非流動性:調 査対象者の約

8割 が店舗土地建物を所有 し,継 続営業 ・居住 を希望 し

ている。 しかし,後 継者 を持つのはその半数以下である。

2)商 店街の店舗 ・業種構成 の困難さ:生 活必需品型で

な く,買 回品型で特に観光に特化 した都心商店街では,

店舗構成の多様化の必要性 は皆認めている。 しか し,空

店舗は少な く,あ ってもテナン ト料,地 価が高 く,新 規

参入が起こ りにくい状況 にある,,

3)都 心交通問題:す でに歩行者化 を実施 している寺町

新京極商店街では,そ のマイナスの影響をほとんど受け

ていない。しかも,駐 車場の整備のプラスの影響 も受け



(3)伝 統的構成要素の活用状況(表3-2)

町家の伝統的構成要素 として,庭(坪 庭,奥 庭),座

敷,床 の間,縁 側,通 り庭,格 子,木 枠窓 ・虫籠窓,漆

喰壁 ・土壁の8要 素をとりあげ,店 舗 としての改装後に

これらの要素が残されているかどうかを目視調査 した結

果を表3--2に 示す。表中で 「●:コ ンセプ トとして残 っ

ている」 とは,例 えば洋風 にアレンジされるなど空間と

しては存在するが伝統的な利用形態 と異なるものを意味

している。

全体的には,外 観を構成する要素(格 子,木 枠窓 ・虫

籠窓,漆 喰壁 ・土壁)は 残される傾向にある。これは,

新 しい もの(現 代的商売)と 古いもの(町 家)の ミスマ

ッチによる客へのアピール,京 都 らしい雰囲気の中での

買い物の演出,町 家による街並み形成が自らの商売にも

好影響 を与える,と いったことからくるものであること

が ヒアリングの結果か ら分かっている。素材的には,ガ

ラスが多 くとりいれられた り,玄 関戸 を引 き違い戸から

開 き戸に変更 した り,現 代的なアレンジが施 されている

例がみられる。

内部空間を構成する要素は,庭 を除きあま り残されて

いない。庭が残 される傾向にあるのは,間 口が狭 く奥行

きが長い町家の形態的特性 と大きく関係 していると考え

られ,採 光面や圧迫感を和 らげる意味で重要であるとの

判断か らくるものと考えられる。そのため,必 ず しも和

風の庭の形態にはこだわっていない ようである。

飲食系 に比べ,物 販系で内部空間を構成する要素が残

されていないのは,飲 食系では伝統的な室や空間を客が

飲食するスペースとして活用できるのに対 し,物 販系で

は品物 を陳列するスペースを確保することが重要である

ことからきていると考えられる。

また,居 住用の町家68件 についても同様の調査 を実施

したところ,店 舗 とは反対 に,外 観 を構成する要素より

も内部空間を構成 する要素の方が残 される傾向にあるこ

とが分かっている注1)。

(4)客 層 ・客の反応

全体的に女性客が多いが,年 齢層は幅広いようである。

客の反応 としては,歴 史を感 じさせる京都 らしい外観

や木の質感 に惹かれるケースが多いようであ り,経 営者

も町家は集客効果があると感 じている。

(5)町 家活用上の問題点 ・課題

冷暖房効率の悪さがほ とんどのケースで聞かれた。建

物の維持や改造にかかる費用負担の大 きさをうったえる

ケース も目立つ。特に,阪 神 ・淡路大震災以降の耐震補

強にかかる投資の大 きさが負担になっているようである。

また,飲 食店では細長い敷地形状や建物の狭小さが営

業上の支障 となっていることが問題 として指摘 された。

さらに,周 囲の建物の高層化による環境の悪化や周辺

道路 を通過する車の騒音,排 気ガスの問題,新 規出店の

際の地元コミュニティの受け入れ対応上の問題を指摘す

る声 も聞かれ,自 店の建物だけでな く町家が立地 してい

る環境に深 く関わる問題 も多いことが分かった。

(6)町 家活用型店舗の将来展望

大半の店では現在の建物での事業継続の意向をもって

いる。職住併用型の場合は,ほ とんどのケースで継住意

向があ り,事 業専用型の場合,将 来的な住居への転用意

向はほとん どなかった。

町家活用型店舗,特 に飲食店では,開 業年代 をみても

ごく最近の ものが多 く,事 業専用 としていることを考え

ると,店 舗 オーナーは移 り変わるものであるとの認識が

必要 と考えられ,後 継者の問題はさほど深刻にとらえる

必要はないケースが多い と思われる。 しか し,調 査対象

には100年 以上続 く老舗 も3店 含 まれてお り,こ のよう

な店では後継者問題 は重要だが,ヒ アリングによればこ

れら3店 はいずれも後継者の心配はないようである。

(7)ま とめ

以上の調査結果から,町 家活用型店舗は,京 都 らしい

歴史 ・文化の重層性 をもった街並み と都心商業地域の形

成 に貢献 していると評価で きる。

また,経 営者は,町 家 という建物の形状的 ・スペース

容量的な制約を意識 しなが らも,町 家の個性や京都 らし

さの演出といった客 に対するアピールを通 じた集客など

の営業上の魅力,京 都の街並みを自ら保存 し創造 してい

るという自負心に高い価値 をみいだ していることが明ら

かになった。その一方で,町 家の維持 ・改造 にかかる費

用負担や技術への支援,周 囲の商 ・住環境の保全 ・整備

などが強 く求められている。



4.町 家 ・街並み景観整備 による都心商業 ・商店街活性

化手法一京都都心におけるREモ デルの応用

4.1欧 米における都心商業 ・商店街活性化手法

我が国より一足早 く低成長時代 を迎 えた欧米では,多

くの都市が都心再生に長年取 り組んできている。この取

り組みにより,都 心が情報 ・文化 ・経済などの諸活動の

面で活力と中心性を取 り戻 し,内 外か ら集客する魅力あ

る空間として再生 している。 また,集 客効果だけでな く,

居住者 も都心に回帰 し,そ れにあわせ事業者 も都心での

多様な店舗展開をみせ,付 加価値の高い専門店が都心の

商業 ・商店街を活性化 している、,

これら欧米諸都市の再生事例 において共通する点とし

て,都 市計画的な手法による歴史的な建築物や街並みの

保全 ・再生をともなっている点が指摘できる,,歴 史的都

心地区の建築ス トックを活用 し,魅 力ある空間として再

生する一方で,時 代にあわせて活力をもった新規参入事

業者や住民を都心 に誘致 し,都 心の機能更新 を進めるこ

とで都心の再生 を実現 している、,つまり,都 心の歴史的

環境 を物的に保存 しなが らも,新 規参入で中身の新陳代

謝 を活発にすることで,都 心の社会経済活力を維持 して

いる。この場合,新 規参入の受け皿が,歴 史的建造物で

ある。

欧州の中でも,特 にイタリアでは歴史的都心(Centro

Storico)を 保存 し,都 心に高い居住性と,付 加価値の高

い経済活動 を取 り戻 した。そのための計画手法は,地 域

住民 ・企業の開発投資 を原動力に,居 住性 と生産性の高

い空間を整備する都市計画手法である都市マーケティン

グ文4>であ り,具 体的には,建 築物 ・街区の詳細 な調査

に基づ く商品一ディスプレイー店舗デザインー街並み景

観一地区一都心一都 市という各段階での高付加価値化 ・

高サービス化に対する事業者 ・行政の努力を調整 し,空

間整備 を行 うマイクロプランニ ング手法である。

4.2REモ デルの特徴 と同モデルに着 目する意義

イタリアの中で も,特 に先進的なマ イクロプランニン

グ手法による都心再生のための計画立案事例 は,エ ミリ

ア ・ロマーニャ州の商工会議所商業研究所が策定 したレ

ッジョ・エ ミーリア市の商業計画蜘 臼である、,

この レッジョ ・エ ミーリア市はイタリア北部の山間に

位置する地方小都市であ り,城 壁に囲 まれた1km四 方

の歴史的都心部には,デ パー ト1軒 と古いアーケー ドの

商店街があ り,や や離れて食品系ス…パーマーケ ットが

3店 あるものの,消 費者は周辺に流出 し,都 心商業は衰

退傾向にあった。このような状況のもとで策定 された商

業計画は,店 舗などの適切な配置がその甲心であるが,

同時に街並み景観のコントロール,モ ール化の促進など

により,歴 史的都心部の文化的付加価値を高めることを

柱 としている。ここで注目すべ きは,図4--1に 示す よう

に,個 々の店舗の業種,入 り口の向 き,看 板の数や種類,

日除テント,鎧 芦などの詳細な現況調査データに基づ く,

具体的詳細な計画となっている点であ り,我 が国におい

て従来実施されてきた商店街振興計画のように,基 本的

な方向性のみを示 し,あ とは商店街組織や各個店の意向

に任せ るといった ものではない ところであ る。都心商

業 ・商店街の再編を具体的なものとしようと考えれば,

そのための計画 は具体的 ・詳細かつその実現 を保障する

ための規制をともなうのが当然であ り,レ ッジョ・エ ミ

ーリアでは,そ れをマイクロプランニ ング手法による商

業計画によって行おうとしているのである。

京都都心 を考えた場合,街 並み景観を構成 しているフ

ァサー ド構成要素は,伝 統的な町家の格子や虫籠窓など

をは じめ種類もそのバリエーションも豊富であり,ま た

店舗の絶対数 も多 く,そ の業種 も多様であるなど,都 心

商業 ・商店街の構造は複雑である。そうであればあるほ

ど詳細な調査データに基づ く具体的詳細な計画が必要で

あ り,そ の際にレッジョ ・エ ミー リアの計画手法(以 下

「REモデル」 と呼ぶ)は 大 きな手がか りになる と考 えら

れる、,次節において,京 都都心の通 りを例 にとり,RE

モデルの応用を試みたい、,

4.3京 都都心におけるREモ デルの応用

(1)プ ランニング対象の設定

REモ デルの適用では,店 舗の適切な配置がその中心



になるが,同 時に通 りの景観を構成する要素 もプランニ

ングの対象 となる。当面,出 店の制御ができない我が国

では,ま ず通 りの景観要素の抽出から取 り組んでみた。

ここでは,1998年9～10月 に試験的に実施 した通 りの

魅力度調査注2)の結果 を踏 まえ,以 下の項目をプランニ

ング対象として設定する。

①建物構造(木 造/非 木造)・ 階数

②建物用途(住 居/店 舗/飲 食店/事 務所/宿 泊施設/

その他/各 用途の併用に分類。店舗及び飲食店について

は詳細な業種。店舗 については生産機能の有無)

③ ファサー ドの構成要素(格 子/大 戸/一 一文字瓦などの

庇屋根/虫 籠窓/シ ョーウインドウなど/そ の他特徴的

な要素)

④建物内部の透視性(よ く見える/様 子が窺える程度/

見えない)

⑤壁面のセットバ ック距離 と建物前面空間の使い方(広

告物,植 栽,駐 車スペースなど)

(2)REモ デルの適用

通 りの魅力度調査を実施 した通 りのうち,姉 小路通 り

の御幸町通 り～麩屋町通 り間(A街 区)と 麩屋町通 り～

富小路通 り間(B街 区)の2街 区を例 にとり,(1)で 設

定 したプランニ ング対象項 目の現状 を図化 したのが図

4--2で ある。この作業結果から読みとれる現状評価 と計

画課題 を以下に示す。

1)A街 区の現状評価

①建物構造 ・階数:非 木造4軒(3～4階 建),木 造11

軒(2階 建),空 地1軒 と木造が主体 となっている。ま

た,建 物高 さも伝統的な通 りの空間スケールが維持 され,

全体 として低層建築主界隈文1)を形成 している。

②建物用途:店 舗専用が2軒(蕎 麦ぼうろ店,ブ ティッ

ク),住 宅併用店舗が4軒(陶 器店,デ リカテッセ ン,

画材店など),事 務所専用が1軒(蕎 麦ぼうろ店の事務

所),住 居専用が8軒 となってお り,住 居専用が過半数

を占めているが,業 種に統一感はないものの特色ある店

舗が並んでお り,そ れを感 じさせない。

③ ファサー ドの構成要素:全 ての木造建物に,町 家の伝

統的なファサー ド構成要素が使用 されている。特に一文

字瓦などの庇屋根は全ての木造建物に使用 され,街 並み

に統一感を与えている。店舗では,そ れに加 えて格子や

虫籠窓が使用 され,そ れらが店舗の魅力を高めている。

特に蕎麦ぼうろ店は,前 を通る人が必ず振 り返ったり,

立 ち止 まった りするほど魅力的なファサー ドを形成 して

いる。

④建物内部の透視性:住 居専用建物は中が見えないよう

になっているのに対 して,店 舗 はガラスなどを使 って中

の陳列商品などの様子が分かるように工夫がなされてお

り,そ の対比が街並みにメリハリを付けている。ただし,

蕎麦ぼうろ店はほぼ全面に格子が用いられ,中 の様子が

あまり見えないように してあり,こ れがかえって人を惹

き付ける魅力となっている。

⑤壁面のセットバ ック距離 と建物前面空間の使い方:道

路境界線か らの壁面のセ ットバ ック距離は,大 きくて数

十cmで あ り,壁 面線 に大 きな凸凹はない。店舗では,

このわずかな空間に木製の看板や暖簾,照 明などを配 し,

人目を引 くように工夫がなされている。一方,エ アコン

の室外機が目に付 き,街 並みを損ねる要因となっている。

2)B街 区の現状評価

①建物構造 ・階数:非 木造6軒(3～4階 建),木 造8

軒(2～3階 建),空 地2軒 と木造 と非木造が混在 して

いる。 また,建 物高さも3階 建が主 となってお り,空 間

スケールの改変が進んだ混在界隈文Dを 形成 している。

②建物用途:店 舗専用はなく,住 宅併用店舗が5軒(呉



服店,酒 屋,豆 腐店,ア トリエ 兼喫茶店,パ ン屋:閉

店),休 業中の飲食店専用が1軒(和 食店),住 宅併用店

舗が1軒(個 人タクシーの 車庫),住 居 専用が9軒 で,

住居専用が過半数を占めてお り,店 舗などの集積が感 じ

られない通 りとなっている、,また,目 を引く特色ある店

舗 もない。

③ ファサー ドの構成要素:町 家の伝統的なファサー ド構

成要素が使用されている建物が少な く,街 並みに連続性

と統一感が感 じられない。街区の北西角に本格町家があ

るが孤立 している。

④建物内部の透視性:店 舗が少ないため,多 くの建物で

中の様子が窺い知れないようになってお り,フ ァサー ド

にも特徴のない建物が多いため,歩 く人に対 して道路と

沿道建物が分離 した印象を与えている,,

⑤壁面のセ ットバ ック距離 と建物前面空間の使い方:道

路境界線からの壁面のセッ トバ ック距離は,大 きくて数

十cmで あ り,壁 面線に大 きな凸凹はない。この空間の

使い方 として目立ったものはみ られない,,た だ し,A街

区同様 に,エ アコンの室外機が目に付 く。

3)計 画課題

A,B両 街区に共通する計画課題 としては,今 後現状

以上の高層化 を抑制 し都心街区の空間スケールを維持す

ること,一 文字瓦などの庇屋根あるいはそれを意識 させ

るファサー ド構成要素により,街 区としての街並みの連

続性 と統一性 を増進 させること,エ アコンの室外機など

の街並み景観阻害要因の修景などをあげることができる。

A街 区については,一 定程度の店舗の集積 と特色ある

店舗の立地がみられ,ま た住居専用 となっている建物の

ファサー ドも相まって街区 としての…体的で魅力的な街

並みを形成 しているため,建 物高さや ファサー ドデザイ

ンなどによる街並みを現状 レベルで維持する仕組みを考

える必要がある。

B街 区については,店 舗集積が低 く,特 色ある店舗の

立地 もみられないため,休 廃業中の店舗,及 び駐車場な

どとして暫定利用 されている空地への新規出店 を促進 し

ていく必要がある。特に,飲 食店の出店を促進するなど,

街区としての業種集積の特色を創出するなどの工夫が必

要である。また,3～4階 建の建物が集積 していること

から,町 家のファサー ド構成 と調和する中層建物のファ

サー ドデザインコー ドの提示が必要となる。

(3)適 用結果に対する考察

今回,REモ デルを京都都心の2街 区について試行的

に適用 してみたが,そ の結果,街 区ごとの特性に対応 し

た詳細なファサー ドを具体的に提示で きる可能性をみい

だせたと考える。ただ し,プ ランニ ング対象の設定につ

いては,現 状評価だけでな くこれ までの街並みの変容過

程に対する評価や実際に建物 を所有あるいは使用 してい

る関係者の意向などを踏 まえるため,彼 らとの協議方法,

その手段 ・制度 を開発する必要がある。

現実のプランニ ングで,対 話を通 じてプランを立てる

際には,図4-2に 示す ようなプランニング対象の現状の

図化は,関 係者がプランニングの前提条件やプランと現

状の関係などを理解することを助ける。同時に,フ ァサ

ー ド景観
,特 に屋外広告物の規制に有効 な手法を提示す

ると考えられる,,つ まり,プ ラン策定主体 との共通認識

を形成する手段 になると考えられる。そのため,今 回の

提示図面は2次 元であるが,3次 元化 により一層の効果

も期待できる,,ま た,こ の作業を通 じて,適 正な出店規

制をも視野 にいれたプランニングが論点にな りうる。

5.賑 わい演出の側面からみた都心商業活性化の方向性

5.1賑 わい演出における歩行者の役割

前章までにおいて,町 家をはじめとする建物,そ れら

建物が創 り出す街並みの魅力が都心部へ人を惹 き付け,

都心商業の活性化に資するという観点からの調査,分 析

を行って きた、,

この視点を効果的にするために,商 業者 ・商店街組合

が指摘するように,通 りに人(地 域住民及び観光客)を

取 り戻すことからも,賑 わいをもたらす工夫が必要であ

ることはいうまで もない。

人が訪れ歩 くことを規定 している条件は,通 りが内包

する物的な魅力 といった内的条件だけでな く,外 的条件

が存在する。その主な条件は自動車交通量である。京都

都心の幹線道路 に囲まれた内側の道路は幅員6m前 後と

非常に狭 く,自 動車が通行すると当然のことながら歩行

者は歩きづ らい。その一・方で,こ の狭幅員の道路であっ

てこそ,町 家による街並みが活きてくるのであり,せ っ

か く建物 ・街並みによる通 りの魅力度が高 くても,自 動

車交通量が多いことで結果的に通 りの魅力を減退させる

おそれがあるのではないだろうか。

5.2都 心交通実態調査の概要

(1)調 査の趣旨

5.1で 述べた問題意識か ら,都 心部の細街路 における

自動車及び歩行者交通量の実態を把握 し,両 者の関係性

を明らかにするとともに,こ れ ら外的条件 と内的条件の

関係性 を明 らかにすることが本章の趣旨である。

(2)調 査の対象地域

前章までの各種調査との関係が把握で きるように,御

池通 り,御 幸町通 り,四 条通 り,鳥 丸通 りに囲まれた範

囲内の細街路 を対象としだB。

(3)調 査の方法

1)調 査時期

1998年11月16日(月)一 平 日調査

1998年11月29日(日)一 休 日調査

2)調 査時間



両 日とも13～17時 までの4時 間注4)

3)調 査員

計13人,そ の他 連絡 要員 と して2人 。原則1リ ンク

(交差点から隣接交差点 までの区間)に つき1人 の調査

員(見 通 しの悪い リンクでは2人)を 配置 した。

4)調 査方法

各 リンクにおいて,ま ず歩行者通行量及び自転車通行

量 を5分 間計測 し,次 に自動車交通量を通過交通 と利用

交通に分けてil5)15分間計測 し,そ れが終わる と次の リ

ンクの調査に移動することを繰 り返 した。

5.3都 心交通調査結果 ・分析の概要

(1)自 動車交通量 と歩行者通行量(図5-1参 照)

1)平 日調査結果

自動車交通量(15分 間交通量)が100台 を超す リンク

が7カ 所みられ,特 に姉小路,富 小路,柳 馬場の交通量

が多い。 また,全 体的には,北 寄 りや東寄 りのリンクで

の自動車交通量が多い傾向にある。

一方歩行者通行量(5分 間通行量)は
,三 条や東洞院

で多い。傾向として,南 西寄 りの リンクの通行量が多い。

両者の分布 をみると,自 動車交通量が多い リンクでは

歩行者通行量が少な く,逆 に自動車交通量が少ないリン

クでは歩行者通行量が多いとい う傾向が読みとれる。

2)休 日調査結果

平 日と異な り,自 動車交通量が100台 を超えるリンク

はなく,全 体 として自動車交通量は平 日より少ない。ま

たリンク問の差 も平 日より小 さい。

歩行者通行量は,自 動車交通量の減少 に反 して減少は

みられず,む しろ若干増加 している。

(2)自 動車の通過率

1)平 日調査結果(図5-一一2参照)

自動車交通量の多いリンクで通過率(通 過交通量の総

交通量に対する比率)が 高い傾向がある。

2)休 日調査結果(図5-2参 照)

平 日のような自動車交通量の多いリンクで通過率が高

いといった傾向はみ られない。

3)御 池～四条間の通過率(表5--1参 照)

一定の仮定注6)のもとで南北方向の各細街路 における

御池～四条間の通過率を求めた結果,東 洞院では20%前

後 と低 く,他 では概ね40～70%の 通過率である。

4)烏 丸～御幸町間の通過率(表5-1参 照)

3)と 同様 の仮定の もとで東西方向の各細街路 におけ

る烏丸～御幸町間の通過率 を求めた結果,全 体 として,

東西方向の細街路の方が,南 北方向 より通過率が高い。



また,休 日の姉小路及び六角(い ずれ も東行 き…方通

行)の 通過率が80%超 と高い。

5.4内 的条件 と外的条件との関係

(1)内 的条件と外的条件の相関分析

内的条件 として商店数 昂,外 的条件 として自動車交

通量の2変 数を採用 し,さ らに歩行者通行量,立 ち寄 り

客 自動車交通量 酬,自 転車通行量の3変 数 を加 えた計

5変 数の相関係数 を算出 した結果が表5-一・2である。

表5-2よ り,歩 行者通行量は,自 動車交通量 とは負の

相関をもち,自 転車通行量,立 ち寄 り客 自動車交通量,

商店数 とは正の相関をもっている、,また,立 ち寄 り客自

動車交通量は自動車交通量 とは正の相関をもち,自 転車

通行量は歩行者通行量 とは正の相関を,自 動車交通量 と

は負の相関をもっていることが分かる。この結果は,歩

行者や立ち寄 り客 自動車は,商 店数の多い リンクに誘引

される傾向があり,ま た自動車交通量 を減 らすことで立

ち寄 り客自動車は減少するものの歩行者を増大させる効

果がある といった因果関係が存在す る可能性 を示唆 して

いる。

(2)構 造方程式モデルによる内的条件と外的条件が歩行

者通行量などに及ぼす影響の分析

相関分析からは,内 的条件(商 店数)1に よる歩行者や

立ち寄 り客 自動車の誘因効果の具体的な大 きさや,自 動

車交通量の抑制による歩行者通行量の増大効果 と立ち寄

り客自動車交通量の減少効果はどちらが大きいのか,と

いったことは分からない。

そこで,自 動車交通量及び商店数を外生変数,立 ち寄

り客自動車交通量,歩 行者通行量,自 転車通行量を内生

変数 とする簡単な構造方程式モデル四 を仮定 してパラ

メータの推定を行 った。その結果を図5-3に 示す。

モデルは,自 動車交通量と商店数の増減によって,立

ち寄 り客 自動 申1交通 量,歩 行者通行量,自 転車通行量が

それぞれ影響を受けるもの と仮定 したモデル1と,自 動

車交通量 と商店数の増減によって,立 ち寄 り客自動車交

通量,歩 行者通行量が影響を受け,歩 行者通行量の増減

によって自転車通行量が影響を受けるものと仮定 したモ

デル2の2つ のモデルを設定 している。以下において,

両モデルの推定結果の解釈を行 う枷 。

両モデル とも,自 動車交通量(15分 間)が100台 減る

と,立 ち寄 り客自動車交通量(15分 間)は3.2台 減少す

る(仮 に1台 当た り3人 乗車 しているとする と9.6人 の

客が減 る)が,歩 行者通行量(15分 間)は26.4人 増大す

ることが示されている。 また同様に自転車通行量(15分

間)は,モ デル1で は1.56台,モ デル2で は4.22台 増大

することが示 されている。一方,商 店数が10店 増 えると,

両モデル とも立 ち寄 り客 自動車交通量(15分 間)は2.2

台増え(仮 に1台 当た り3人 乗車 しているとすると6.6

人の客が増 える),歩 行者通行量(15分 間)は,モ デル

1で は43.2人,モ デル2で は46.2人 増えることが示 され

ている。つ まり,自 動車交通量を100台 減 らして得 られ

る歩行者通行'量の増大効果 と同等の効果 を商店数の増大

で得ようとすると,商 店数を6店 増やす必要があるとい

うことである,、

(3)内 的条件 による通りのグルーピング

(2)で は,内 的条件と外的条件が どのような状況にあ

る通 り(リ ンク)で も,こ れらの条件が歩行者通行量な

どに同じ影響を及ぼすという仮定の もとにモデルを構築

している。 しかしながら,各 通 りを規定 している内的条

件 と外的条件の状況が異なれば,そ れらが歩行者通行量

などに及ぼす影響が大きく変わる可能性があるのではな

いだろうか。



そこで,商 店数など敷地密度及び通過率を変数 として

クラス ター分析 を行い,各 通 り(リ ンク)を2つ のクラ

スターにグルーピングした注11)。

その結果,表5-3に 示すように,商 店数等敷地密度が

高 く通過率が比較的低いクラス ターAと 商店数等敷地密

度が低 く通過率が比較的高いクラスターBに グルーピン

グされた。特 に各 クラス ターは,商 店数等敷地密度が

0.48を 境 に明確に区分された。

また,ク ラス ターAに 属する通 りでは歩行者通行量が

比較的多 く,ク ラスターBに 属する通 りでは歩行者通行

量が比較的少ないことが分かる。

(4)各 グループにおける内的条件 と外的条件が歩行者通

行量等に及ぼす影響の分析

(3)で 設定 した2つ のクラスターに属する通 りごとに,

通過率 と商店数等密度を外生変数,歩 行者通行量を内生

変数とする構造方程式モデルを仮定 し,パ ラメータの推

定 を行った結果 を図5-4に 示す'主12〕,,なお,両 モデルと

もサンプル数が少ないため,こ こでは両モデルが示す傾

向的な相違についてのみ以下に述べる。

両モデル とも通過率の低減(通 過 自動車交通量の抑

制),商 店数等密度の増大(商 店数の増加)が 歩行者通

行量の増大に効果があることを示 しているが,ク ラスタ
ーAの 方が圧倒的にその効果が大 きく

,特 に通過率の低

減による歩行者通行量の増大効果が非常に大 きいことが

分かる。つ まり,店 舗が密集する通 りでは自動車交通の

制御が歩行者増加に効果があることが明らかになった。

6.結 論

6.1都 心商業活性化における町家及び町家を活かした

街並み形成の重要性

この研究期 間を通 じて,京 都都心部の町家活用型店舗

は急増 してきた。この研究では,飲 食を中心 とした新規

参入事業者による町家活用の取 り組みを,京 都 らしい歴

史 ・文化の重層性 をもった街並み を形成する動 きとして

評価 した。同時 に,既 存の流通 ・製造業のアンテナ店出

店の動 きも起こり,こ れらも都心商業地域の再編成に貢

献すると評価で きる。

しかし,既 存の商店 ・商店街ではこの動 きは鈍い。そ

れは,町 家活用店舗の経営者が,町 家の制約 を意識 しな

がらも,そ の個性や京都 らしさの演出によるアピール性

を営業上の手段 としているのに対 し,一 般の都心商業者

は,こ の意識 と必要性を理解 しながらも,具 体的に町家

を活か し,街 並みを形成する手段をもたないためである。

まず,町 家の維持 ・改造にかかる費用負担や技術への

支援が求められるが,す でに京都市内ではこれに対応す

る組織が活動 を始めてお り,こ れに応えることができる。

しか し,数 多 くの町家が残る都心の商業地域では,商 業

活性化 と街並み形成,あ わせて交通規制を実施する組織

とその手法が用意されていない。主 に地区計画や建築協

定などが主な手段である。

職住共存地区ガイ ドプランの下で,京 都都心部の商業

地域に賑わいを演出するためには,商 業者 と商店街振興

組合など商業者組織が中心 となった町家 ・街並み景観整

備の手法が必要である。本研究で示 したマイクロプラン

ニング手法は,こ の意味で有効な手法ではないかと考え

られる。商業者が営業上の手段 として町家 と街並みを活

用 しようとすることが,町 家 と街並みの再生の主な原資

である。京都市の広大な都心部では,行 政の景観形成補

助事業による助成だけでな く,事 業者による投資を組織

的に運用す る必要がある。このために今後,REモ デル

による街区ごとの詳細なプランニ ング資料を用意 し,関

係者 との協議を始める中で,本 研究で示 した手法を開発

し,ま た協議の中から制度 を開発する必要がある。特に,

観光対応の面では,適 正な出店規制をも視野にいれたプ

ランニングが論点にな りうる。



6.2都 心商業活性化 における交通制御の重要性及び街

並み形成との関係

町家 と街並みの活用に加え,都 心商業の活性化には交

通制御が重要であることは,こ の研究から明らかになっ

たと考える。この事実を,地 元の商業者 ・商店街組合に

還元 し,彼 らの取 り組みとして,実 施 してい く必要があ

ることはいうまでもない。

この間,都 心部では三条通 りのコミュニティ道路事業

が始まっている。完成後,そ の効果を検証 し,よ り具体

的な事例 をも加えて,交 通制御の効 果を商業者とともに

考えるべ きである。 また歩行者増加は,町 家や街並みを

活用する地元の意欲 を高める効果 も期待 される。職住共

存地区ガイ ドプランに平行 して準備 されている学区のま

ちづ くり協議会や,商 店街組合 との共同作業の中で,交

通制御の問題が検討 されるべきであろう,,

6.3今 後の研究課題

この研究では,都 市マーケティング戦略の手段 として

マイクロプランニ ング手法を用いたが,当 初意図 したよ

うに,そ の運用にGISICADの 技術を活かすことができな

かった。これは,今 後の課題である。現在,都 心部の町

家 については3万 軒がGISで データベー一ス化 されつつあ

り,こ れに商店街連盟の全加盟店調査(1999年 度実施

中)を 加えると,か なり詳細な都心商業データベースが

完成すると期待 されている。

都心部の交通調査に関しても.今 後詳細な調査が進め

ば,こ れ も地元商業者 ・住民に提供できるデータとなる。

これらのデータベースが整備 されれば,地 元主体でのマ

イクロプランニングも可能になると考えられる。

現在,全 国の自治体で中心市街活 性化基本計画が立案

され,そ の実施主体 としてTMOが 設立され始めている。

京都市では対象が広大なため,中 心市街地の特定化には

困難 さがあるが,都 心を中心 に同様の作業が始められて

いる。この作業の中で も,本 研究で得 られた知見は十分

活かしうるものであると考えてお り,す でに京都市商業

集積活性化委員会 に,そ の一部を提示 している。この中

で も,さ らに具体的な手法の精緻化が図られることが期

待される。

<注>

1)居 住用町家に関する調査については,1996・1997年 において,

京都府立大学他が行った訪問ヒアリング調査結果による。

2)丸 太町通 り,四 条通 り,河 原町通り,烏 丸通 りに囲 まれた地

域を対象として,町 家活用が他店舗の有無,木 造建築物の集

積度合い,町 屋界隈の有無により通りを類型化 し,各 類型に

該当する典型的な通 りを抽出し,そ れらの通 り沿道の建物な

どについて悉皆調査を行った。

3)錦 小路通 りの高倉通り～御幸町通 り間は自動車通行禁止区域

であるため調査対象外 とした,,ま た,11月29日(日)は 高倉

通 りの錦小路通り～四条通 り間は自動車通行禁IL区 域であっ

たため,調 査対象外とした。

4)京 都市が1979年 に都心部を対象に実施 した交通量調査から,

この時間帯における自動車交通量がほぼ一定であることが分

かっている。

5)各 リンクにおいて,① 駐車場に入った自動車,② 荷物の積み

卸しなどで停車した自動車,③ 商店などに寄るため停車 した

自動車,④ 人の乗降で停車したタクシーなどの自動車などを

利用交通としてカウントした。

6)御 池通りまたは四条通 りから調査対象地域に進入 した自動車

の全てが四条通 りまたは御池通りまで直進するものと仮定し,

さらに対象地域内の各 リンクにおいて自動車が立ち寄る確率

が独立と仮定した。

7)住 宅地図より各通り(リ ンク)の 両側に立地する 「飲食店」

「物販店」「その他の商店」を数え,そ れらを全て加算 した。

8)タ クシーと自家用車による立ち寄り自動車交通量を加算 した

数値である。

9)共 分散構造分析 とも呼ばれる原因と結果の変数により現象を

明細に示すのに用いられる分析手法であり,1次 方程式の組

によってモデルの構造が表現 される。ソフトウェアとして

LISREL8を 使用 している。

10)両 モテルともに,適 合度指標GFIの 値 は高 く,モ デルがデー

タを説明する割合が高いことを示しているものの,修 正適合

度指標AGFIの 値からは,モ デル2の 適合度が低いことが示さ

れている1,し か しながら,モ デル1で は推定 された係数のt

値 く括弧内の数値)は 低 く,信 頼度は高くない。このため,

どちらかのモデルを選択することは避けた。

11)各 リンクの内的条件を比較できるよう指標値化するために商

店数ではなく 「商店数等敷地密度」(各 リンク両側の敷地数に

占める1階 部分が飲食店,物 販店またはその他の商店である

敷地数の割合)を 採用 した。また,同 様の理由から自動車交

通量ではなく,「通過率」を採用 した。

12)こ こでは,(2)の 分析で用いたLSREL8で はなく,AMOS4.0

を用いた,)
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